
施策名 施策の内容
国際婦人年以降
の国連の動き

1970年
同一賃金法(Equal Pay Act)制定、
1975年施行

男女間の賃金（手当や設備の利用など含む）に関する差別の禁止

1975年
性差別禁止法（Sex Discrimination
Act 1975)制定・施行

・間接差別の禁止
・男女間の採用、訓練、解雇等に関する差別を禁止

1980年
「女性の行動委員会(Women Action
Committee)」設立

下院議員の男女比格差の是正措置の導入を要求。

1988年
労働党、執行委員会と労働大会にて党
規則を変更

選挙区で女性候補者が推薦された場合、必ず女性を公認候補者名簿に掲載する

1989年
労働党、党議において女性議員比率
50％の達成の目標を掲げる

1993年 労働党、党大会にて右記事項が合意
新党首ジョン・スミスの下、安全議席区と激戦区のそれぞれに半数の候補者を女
性のみの公認候補者名簿より選出。

1996年
「女性のみの公認候補者名簿」が性差
別禁止法違反の判決

労働裁判所は女性のみの公認候補者名簿による立候補阻止の訴えに対し、性差別
禁止法違反の判決を下す。

1997年
労働党、総選挙において「女性のみの
公認候補者名簿（All Women
Shortlist)」を採用（2001年を除く）

2001年
労働党、総選挙において「男女比率
50：50の公認候補者名簿」導入

2002年 性差別禁止（選挙候補者）法改正

議員の男女比率の格差を是正するために、政党がクオータを含むポジティブ・ア
クションを実施することは、性差別にあたらないとする

※2015年末までに失効する時限法。2009年制定の平等法で2030年まで延長

2004年
女性と仕事委員会(Women and Work
Commission)の設置

男女間の教育や職業における分断、女性のキャリアの選択の結果としての賃金格
差を重視した政策提言を行う。

労働党、総選挙において「女性のみの
公認候補者名簿」を復活

労働党、2つの専門家委員会、平等検討
委員会(Equalities Review)および差別
禁止法検討委員会 (Discrimination
Law Review)の設置

平等検討委員会：
恒常的な差別や不平等の現状やその原因を明らかにし、政府、公共機関、労使、
非営利部門に対して政策的な優先課題を提言する

差別禁止法検討委員会：
差別禁止関連法の法改正に向けた検討を行う

保守党、総選挙において「優先公認名
簿(Priority List)」の導入

•最低50％の女性、10％の人種的マイノリティと多数の障がいを持つ人々を含む
公認候補者名簿を導入
・空席の安全議席区と重点区はこの名簿から候補者を選ぶよう推奨される

自由民主党、総選挙において「公認候
補者名簿の3分の1を女性にするクオー
タ」の導入

北アイルランド：
Gender Advisory Panelの設置

男女平等戦略策定のアドパイスならびにその実施状況を監視する役割を担う。
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2000年代

◆国連特別総会「女性2000年会議」（ニュー
ヨーク）〔2000年〕

◆国連「北京＋10」閣僚級会合（ニューヨー
ク）（2005年〕

2005年

７. 各国の男女共同参画に係る主な取組の流れ（年表）（イギリス）

年

◆「国連婦人の十年」中間年世界会議（コペン
ハーゲン）「国連婦人の十年後半期行動プログ
ラム」採択〔1980年〕

◆女性差別撤廃条約批准〔1984年〕

◆「国連婦人の十年」ナイロビ世界会議「婦人
の地位向上のためのナイロビ将来戦略」採択
〔1985年〕

◆国連婦人の地位委員会拡大会期
国連経済社会理事会「婦人の地位向上のための
ナイロビ将来戦略に関する第1回見直しと評価
に伴う勧告及び結論」採択〔1990年〕

◆第4回世界女性会議一平等、開発、平和のた
めの行動（北京）
「北京宣言及び行動綱領」採択〔1995年〕

1970年代

1990年代

1980年代

◆国際婦人年（目標：平等、発展、平和）
国際婦人年世界会議（メキシコシティ）「世界
行動計画」採択〔1975年〕

◆国連第34回総会「女子差別撤廃条約」採択
〔1979年〕

＜政治分野＞
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